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2019
職員合わ
害賠償を
額約 14 億

 
その責任の
による津波
の確保を図
 
最⾼裁判
た事前想
る）、それ
となります

１ １ 

年 10 ⽉ 10 ⽇、東
わせ 84 ⼈が⼤津波

求めて提訴した件に
億円以上を⽀払え

の根拠は、具体的に
波の事前想定に対
図る義務を学校⻑

判決によりますと、各
想定を前提として適
れに反して被害を防
す。 

東⽇本⼤震
⾃治体・学校

東⽇本⼤震災時に
波の犠牲になり、児童
につきまして、最⾼裁

えとの判決を学校⻑

には平成16年度に
対して、学校保健安
⻑や指導管理する市

各⾃治体、学校は、
適切な対処を求めら
防⽌できなかった場合

震災 ⼤川⼩学
校現場の果たす

に宮城県⽯巻市⽴
童 23 ⼈の遺族よ
裁判所は管理者の

⻑、⽯巻市、宮城県

に宮城県防災会議
安全法に定められて
市や県が著しく怠った

、国や各都道府県
れており（学校保健
合には、全⾯的に損

学校津波訴訟
す役割 

⽴⼤川⼩学校の児童
より仙台地⽅裁判所
の過失責任を認定

県に対して命じました

議が公表した宮城沖
ている児童⽣徒等の
たことにあるとしました

県の防災会議等が策
健安全法第 26 条
損害賠償責任を負

東⽇本⼤震災 被災

 

 

 

 童と教
所に損
し、総

た。 

沖地震
の安全
た。 

策定し 
条によ 
負うこと

災状況

２

南
新

貴⾃治体は、南
（以下「南海トラフ

● 震度 6 弱以
● 津波⾼ 3m

地震防災対
 

地震防災対策にお
条件であるところ、
策推進地域として
議において 30 年以
があるのみとなって
規模地震の発⽣を
も⾁体的にも過⼤
 
弊社は「学校防災
災対策及び担当者

南海２ 

南海トラフ地震 
新たな防災対応 

学校防災マニュ

発⽣

南海トラフ地震に係
フ法」という。別添資
以上 
m 以上で海岸堤防
対策推進地域に指

おいては、被害想定
前の⼆点(被害想

て明確化されている
以内（10 年経過
います。このため、各
を念頭に置いた⾏動

⼤な負担を強いられ

災マニュアル補完情
者皆様の負担軽減

海トラフ地震に

（被害想定）南
（対象地域）南
 
（発⽣時期）南

１
リス

ュアル補完情報

⽣時期の事前

係る地震防災対策
資料参照）に基づき

防が低い等のリスク(
定されております。

定、対象地域、発⽣
想定、対象地域)に
るものの、発⽣時期

過しましたが）にいつ
各⾃治体・関係機
動、業務の遂⾏を

れている現状にあるも

情報」により、貴⾃治
減を⽀援させていただ

に関する新たな

海トラフ法が想定す
海トラフ地震防災対

海トラフ法が想定す
週間から 10 ⽇程
スクの有無に関する

報 －南海トラフ

前想定 

策の推進に関する特
き、 

事前想定)がある地

⽣時期の三点が不
については、上記の地
期については、政府

発⽣してもおかしくな
機関の管理者、担当

求められることとなり
ものと拝察いたします

治体における的確・
だきます。 

な防災対応 

する⼤規模地震 
対策推進地域 

する⼤規模地震が
程度以内に発⽣する
る情報を毎週１回

フ地震対策ＵＮ

特別措置法

地域として 

不可⽋の前提
地震防災対
中央防災会
ないとの公表

当者は常に⼤
り、精神的に
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効率的な防
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学校防災マニュアル補完情報 学校防災マニュアル補完情報 ４ １ ３ 
南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 観測 南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 実績 

平常時 モニタリング 

南海トラフ地震対策ＵＮＩＴは、南海トラフ地震発⽣エリアにおける電離層擾乱観測に
重点を置き、様々な観測⼿法による複合観測・モニタリングを⾏っております。 
 
これらの観測データを⼤学・研究機関・当社アナリストにより、南海トラフ法が想定する⼤規
模地震が１週間から 10 ⽇程度以内に発⽣するリスクの有無に関する情報「学校防災マ
ニュアル補完情報 南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ」を配信提供いたします。 
 
地震発⽣に関する科学的知⾒・防災情報を活かすことで、従来の防災体制の脆弱性を
補完いただけます。 

 

異常時 モニタリング 

南海トラフ法の南海トラフ地震防災対策推進地域における観測精度 7 割。 
● 観測実績 

異常時 モニタリング 

平常時 モニタリング 

平常時 モニタリング 

異常時 モニタリング 

南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 観測網 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「学校防
1 週間

 
期 間

 
配 信
頻 度

 
範 囲

 
表 ⽰

 
     
 
     
 
  災害
 

１ ５ 

防災マニュアル補完
間から 10 ⽇程度以

間：１週間から 10
南海トラフ法が

信：E-mail による通
度：毎週１回⾦曜

囲：南海トラフ地震

⽰：発⽣リスク２段

 表⽰区分「緑」・

 表⽰区分「⾚」・

害情報：南海トラフ

学校防災マニ
南海トラフ地

完情報」は、南海トラ
以内に発⽣するリス

0 ⽇程度以内  
が想定する⼤規模地

通知および配信レポ
曜⽇（⼤規模地震

震想定エリア 

段階表⽰ 

・・・・・・⼤規模地震

・・・・・・⼤規模地震

フ地震防災対策推進

ニュアル補完情
地震対策ＵＮ

南

ラフ法が想定する⼤
スクの有無に関する

地震発⽣するリスク

ポートの送付 
震発⽣リスクが⾼まっ

震発⽣リスク 低

震発⽣リスク ⾼

進地域における防災

情報 
ＩＴ 仕様 

「南海トラフ地震防災

平成 26 年 3 ⽉

計 １都２府 26 県

南海トラフ地震防災対策

⼤規模地震が 
る情報を毎週１回配

クの有無 

った場合、臨時配信

災情報を表⽰ 

災対策推進地域」 

28 ⽇現在 

県 707 市町村 

策推進地域指定市町村
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表⽰区分「緑」

表⽰区分「⾚」
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学校防災マニュアル補完情報 学校防災マニュアル補完情報 ８ １ ７ 
南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 導⼊における運⽤フロー 南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 導⼊運⽤の流れ 

学校防災マニュアル補完情報により、南海トラフ法が想定する⼤規模地震が 
１週間から 10 ⽇程度以内に発⽣する有無に関する情報を把握することで、 
災害発⽣後に対応する従来型「事後対応」防災対策から、 
災害発⽣前に対応する「事前対応」防災対策を計画することが可能となります。 
 
学校防災マニュアル補完情報により、貴⾃治体における的確・効率的防災対策 
及び担当者様の負担軽減を⽀援させていただきます。 

従来型「事後対応」 

● 避難 

● 安否確認 

● 救護活動 

● 被害評価 

 

初期対応・避難 

南海トラフ法

想定する⼤規

模地震発⽣ 

学校防災マニュアル補完情報 

南海トラフ地震対策ＵＮＩＴ 

【 事前対応 減災⾏動】 

●防災マニュアル再徹底 

●防災設備・備品点検 

●避難⾏動の事前準備 

●通信連絡⼿段の確保 

                等 

新たな防災対応「事前対応」  

⾮常時平常時

１週間から 10 ⽇程度 

１．御提案・お問合せ 
学校防災マニュアル補完情報の運⽤に関するご説明・ご提案 

   お問合せ・ご相談下さい。 
 
２．お打合せ 
   ヒアリング・学校防災マニュアル補完情報の御提案、御⾒積を基に、 

ご検討いただきます。 
 
３．契約⼿続 
   御提案内容に基づき契約⼿続をいたします。 
 
４．運⽤開始 
   契約⼿続後、学校防災マニュアル補完情報を配信致します。 

御提案 
お問合せ 

お打合せ 契約⼿続 運⽤開始 
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